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線形化法の利用を前提として，１次モードの影響を重視した等価１

自由度系も提案されている．これらの研究では'-3)，設計用地震荷重

を静的に繰り返し比例載荷したときの挙動によって，重層骨組の地

震応答が近似できることが前提となっている．しかし，既往の研究

によれば4-10)，通常のラーメン骨組の地震応答は崩壊機構の影響を

強く受けることと共に，地震外乱下で形成される崩壊機構（以下，

動的崩壊機構と呼ぶ）は設計用地震荷重を静的に比例載荷したとき

の崩壊機構と異なることや，柱の損傷を抑制するにはかなり大きな

柱梁耐力比を設定する必要があることなどが報告されている．本論

では，地震外乱下で各層に作用する水平力には位相のずれがあるこ

とを考慮することによって，動的崩壊機構や柱梁耐力比の影響を組

み込んだ形で，重層骨組を等価ｌ自由度系に置換する方法を示す．

本論では，柱梁耐力比の影響を包含できる最も単純な骨組構造物

として魚骨形骨組を対象としている．一般の多層多スパン骨組の地

震応答を近似する魚骨形骨組については，既に文献11)に報告してい

る．本研究は魚骨形骨組を更に等価１自由度系に置換することを目

的とするものであるが，本論では対象を極力単純化しており，部材

の荷重一変形関係は完全弾塑性とし，Ｐ△効果は無視している．ここ

では，主に梁降伏先行型に設計された魚骨形骨組を対象に，１自由

度系への置換について検討する．

１．序

骨組構造物の地震応答性状は，骨組を構成するすべての部材の剛

性・耐力の影響を受ける．しかし，基本固有周期や終局ベースシ

ヤー係数などの数少ない構造パラメータが地震応答性状に支配的な

影響を持つことは明らかであり，骨組の構造特性をこのような少数

のパラメータだけに集約できなければ，実構造物の耐震設計法を構

築することは非常に困難になる．

１自由度系は構造物の地震応答性状を捉える最も単純な動力学モ

デルである．骨組構造物の地震応答が１自由度系の地震応答で近似

できれば，１自由度系の地震応答に関する既往の研究成果を直接設

計に応用することができる．更に，骨組構造物の地震応答を近似す

る等価な１自由度系は，骨組の地震応答に支配的な影響を持つ構造

特性を凝縮した形で保存しているはずであり，等価な１自由度系へ

の置換は地震応答を支配する構造パラメータの抽出を意味する．

基本固有周期と終局ベースシヤー係数が等しい１自由度系から多

層骨組の挙動を解明しようとする研究を含め，等価１自由度系につ

いては種々の方法が提案されている．筆者は既に，部材の塑性挙動

がその層の層間変位に依存する履歴型ダンパー付骨組')や全体崩壊形

をとるラーメン骨組2)を対象にして，エネルギー吸収性能の等価性を

重視した等価１自由度系を提案している．また，文献3)では，等価
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平均値の平方根を用いている．地震外乱下での層せん断力分布が(4)

式で近似できることや，仮定[1],[2]を用いれば動的崩壊機構が予測

できることは，文献７，８)に報告している．

仮定[1Ｍ２]を用いて算定した几=1での層せん断力を顛とする

と，感は次式となる．

爾薑Ｖ７三F7重瓦｢薑六勇迦&（６）
ここで，αzはｊ層より上部の重量と全重量の比である．上式の層せ

ん断力係数分布’/何は,既に文献1,2)の等価’自由度系置換に
おいても利用したものであり，建設省告示による層せん断力係数分

布Ａｊや，実骨組の応答解析から求めた層せん断力係数分布とも近い

値を与える13)．なお，(1),(4)式は荷重の分布形状を示すものであっ

て，その大きさには意味はない．ここでは，几＝１の時の最下層層せ

ん断力廟がベースシヤー係数１に対応するように，その大きさを設

定している．

仮定[3]は，等価１自由度系に，魚骨形骨組と同じエネルギー吸収

特性を持たせるために設けたものである．

地震動による構造物への入力エネルギーは，基本固有周期に対応

する擬似速度応答スペクトルＳｖと構造物の全重量ＷＴに主に依存す

る．仮定[４Ｍ5]は，等価１自由度系への入力エネルギーが，骨組へ

の入力エネルギーを近似するように設けている．

以上の仮定の基本的な考え方は文献１，２)で用いたものと同じであ

る．文献1,2)では，静的地震荷重を比例載荷したときの荷重係数几と

吸収エネルギーＢ２＋Ｅｐの関係から，等価１自由度系の荷重一変形
関係の形状を決定している．しかし，静的比例載荷を受ける場合に

比べて，地震外乱を受ける重層骨組では，動的水平力の位相差の影

響で梁材が相対的に降伏し難くなり，全層にわたる崩壊機構が形成

され難くなる傾向がある．このような影響を考慮して準静的な方法

で荷重係数几と吸収エネルギーＢ２＋Ｅｐの関係を得るために，(6)式
の静的地震荷重分布の代わりに本論では仮定[1],[2]を採用している．
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図１解析対象

２．基本仮定

図，に示すⅣ層の魚骨形骨組を考察対象とする.』層の階高は

恥，重量は助とし，節点の回転慣性は考慮していない・図’に示す

各層両側２本の梁は同じもので同じ挙動をとる．』層の２本の梁の塑

性モーメント和をBpi，柱の塑性モーメントをＣＰｉとする．

等価，自由度系への置換に用いた主な仮定は，次の５つである．

[,]地震外乱を受ける骨組に作用する水平力分布は次式で与えられる.

Ｅ［Hi2］＝ZujWT（１）

ｍＨｚＨｊ］＝０ただし，ｊ≠ノ（２）

上式で，Ｅ［］は期待値を表す演算記号で，本論では地震応答中の

平均値の意味で用いている．また，Ｈｉはｊ層に作用する水平力で

あり，ＷＴは骨組の全重量である.すなわち，

ｗケヨ篁叫（３）
[2]骨組の各部の応力や変形は，２乗平均値の平方根に荷重係数入を

乗じた値とする．

[3]上記[1]の地震荷重を漸増させたとき，荷重係数几と骨組が吸収

したエネルギー（弾性歪エネルギーＢ２と塑性変形による消費エネ

ルギーＥｐの和）との関係は，等価’自由度系の荷重一変形関係か
ら得られるものと等しいとする・

凶等価１自由度系の固有周期は骨組の基本固有周期と等しいとする．

[5]等価１自由度系の重量は骨組の全重量と等しいとする.

仮定[1]の地震荷重分布は，地動の擬似速度応答スペクトルＳｖが

周期によらず一定であると仮定して，質量および剛性が一様なせん

断弾性棒のモード重畳法解析から求めたものである7)．文献7)では，ｊ

層の層せん断力Ｑｉを用いて地震荷重分布を次のように表している.

ⅢＭかw『島"‘ただし川（４）
(4)式を用いると，(1)式は次のように導かれる.

Ｅ［Hj2］＝Ｅ［（Ｑｚ－Ｑｔ+,)2］
（５）

＝Ｅ［Ｑｊ２－２ＱｉＱ２+,＋Ｑｊ十,2］＝zujWT

(1),(2)式は(4)式の別の表現であり，水平力の相乗平均値に関する

(2)式も(4)式から同様に導くことができる.

地震外乱下での動的地震荷重分布は，水平力を静的に比例載荷し

た場合と異なり，各層に作用する水平力や層せん断力には位相のず

れがある．この位相差を考慮するために，仮定[1]の荷重分布と共

に，仮定[2]を採用している．２乗平均値の平方根の分布は応答の最

大値分布を近似する性質がある12)．本論では，僅かな時間的ずれを

もって生じる変形．応力の極大値の分布を近似する値として’２乗

３．等価１自由度系

3.1魚骨形骨組の荷重一変形関係

図１の魚骨形骨組を対象に，仮定[1Ｍ２]の荷重条件の下での荷重

係数几と骨組の吸収エネルギーＢ２＋Ｅｐの関係を求める．

まず，弾性状態から考える．弾性域でのｊ層の水平変位ｕｊは，次
のように表される．

“`臺負ﾊﾞハ（７）
上式で，バノは魚骨形骨組の全体柔性マトリックスの成分である．（７）

式から，弾性時の帽の層間変位角eRjは次式となる．

件弩等臺急農H)(Ｍ-,,）⑧
仮定[1],[2]を用いると，荷重係数几の下での弾性層間変位角eRj

は，次のように算定できる．

几
ｌ
Ｌ

ｌ－

Ｅ
ｅ

几
｜
恥
几
｜
仏

(9)

鬘ルル(Ｍ１j)2１
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上式の１行目は仮定[2］に基づいており，２行目への変形には（２）

式，更に３行目への変形には(1)式を用いている．

荷重係数几の下での弾性歪エネルギーＢ２は，次式で算定できる．

１薑筈､‘篁剛薑艶"ルハ‘（,｡）
荷重係数入を漸増させたときの几－ＢＧ＋Ｅｐ関係を表現する’自
由度の荷重一変形関係を導くために，変形指標として有効構造回転

角ＥＥＰを次式で定義する'4)．

｡R"-.L急i壹壽） （11）

ここで，

而而弓篁亟励‘ （12）

文献14)で提案された有効構造回転角REFの定義では，（11)式右辺

の分母は転倒モーメントとしている．しかし，仮定[1],[２１で示した

地震荷重の下では入】175ﾃﾗは転倒モーメントを表すものではない．

(11)式右辺の分母を几に比例するどのような値で定義しても，その

値は最終的な結果に影響しないので，ここでは，(6)式の豆を静的

に載荷したときの転倒モーメントX75ﾃﾗを用いている．

（10),(11)式から，荷重係数几での弾性状態における有効構造回転

角REFは次式となる．

Ⅲ驍壽鶚ﾊﾑ （13）

次に，塑性ヒンジ形成後の挙動について考える．仮定[1Ｍ２]にし

たがって，塑性ヒンジ形成後も地震荷重分布に変化がないことを仮

定すれば，ｊ層柱頭に作用する曲げモーメントＭｊＴと柱脚に作用す

る曲げモーメントＭｊＢは，次のように表される．

Ｍ緬薑員`Ｍノ （14.a）

Ｍ魑臺負嘔･jH， （14.b）

ここで，zTcUj,超αｊは，弾性解析結果から求められる定数である．
魚骨形骨組の塑性ヒンジ形成状態としては，骨組各部について最

も大きな変形が生じる状態を網羅するように，図２の４種を考え

る．図２の例は，すべてｊ層からｊ層の変形が増大するヒンジ形成状

態を例示しており，ｊ層からノー１層の梁に塑性ヒンジが形成されて

いる．（a)図の状態ijNは，梁だけに塑性ヒンジが形成されている状

態であり，（b)図の状態ijBは梁の他，ｊ層の柱脚にも塑'性ヒンジが形

成されている．また，（c)図の状態ijTでは梁の他，ノ層の柱頭に塑

性ヒンジが形成されている．（｡)図の状態ijMは，ｊ層の柱脚とノ層

の柱頭にも塑性ヒンジが形成された状態であり，この状態では荷重

の増大なしに変形が進行するので，終局的な崩壊機構となる．な

お，上記の記号則にしたがって，状態iiBはｊ層の柱脚だけに塑性ヒ

ンジが形成された状態，状態iiTはｊ層の柱頭だけに塑性ヒンジが形

成された状態，状態iiMはｊ層の柱頭と柱脚に塑性ヒンジが形成さ

れた状態を表す．

状態ijNが生じるためにはＺ層からノー１層の梁端の曲げモーメン

ト和がその塑性モーメント和に到達しなければならないので，状態

ijNが生じるための荷重係数を几(Ｗとすると，几(ﾉ１Ｖは次式を満たす．

蔦B,F几獅

”
”
柳
乙

几
八
入
っ

一
一
二
一
一
富
力たし

rnD÷几－勺TZf」

(15）

ｒＬＤ＋Ｌ＿己ｎｍ

几ｖｌｖは次式となる．
ノー１

層`BP蝋
几(ﾉﾉｖ＝ (16）

ELP＋Ｌ･■ｂＬ

同様にして，状態ijBが生じる荷重係数几”，状態ijTが生じる荷重１

係数几(/Ｔ，状態ijMが生じる荷重係数几(/Ｍは次のように表される．

菖恥ＣＰｊ＋
(17）几ＶＢ＝

Ｌ、〒Ｌ、｡ｎm

菖恥ＣＰノ＋
(18）入りＴ＝

｝ＥＬＦ＋ＬｍＤｂ

o,け．,旅菖恥
几(ｊＭ＝

■HID＋ｇＪＴｆ］ 皿、＋Ｌ・ｓｂＬ

（19）

ただし，いずれかの層に渡って図２(d)のような崩壊機構ijMが形成

されると，この荷重係数の下で変形は無限に増大するので，荷重係

数の上限値几maxは几城の最小値で表される．

入max＝ｍiｎ（入城） （20）

さて，荷重係数几での変形を考える．この荷重係数に到達するま

でには，几以下の荷重係数几(ｗ，几”，入りＴをもつすべての塑性ヒン
ジ形成状態が生じている．しかし，これらの塑１１生ヒンジ形成状態の

発生時刻にはずれがあり，同時に生じるとは考えていない．

状態ijNによる変形を考える．この状態における変形は，図３(a）

に示すように，形成された塑性ヒンジを実ヒンジと見なし，仮想の

実ヒンジの両側に塑性モーメントに相当する外力を与えれば計算で

きる．塑性ヒンジを実ヒンジに置き換えた骨組の弾性解析による

と，状態ijNによるん層の層間変位角’八rRAや，ｈ層の梁の塑性ヒン

ジ回転角(/lvOBAなどの変形'1VＤは一般的に次のように表される．

伽止禽HⅧ`け伽Ｃ （21）

ここで，（jjv6Aはた層に単位水平力を載荷したときの変形であり，

(HVCは仮想ヒンジ両側に塑性モーメントを載荷することによって生

△１２ｺ ２１１２、｢、’’１ ７１０Ｚ。

へ■■２コ [ユ■■2ｺ△ＩＺ。PＸⅡ′、

ｊ層
△－１￣△ ２１-1-′、2１－１－Ｚ。２k－１－〃、

PＸ￣1-Z］ Zl－１－〃、Zユ－１￣Ｚｎ [且－１－2ｺ

j層
ＺＬＩＺ】 四1１'１△１２コZl１２ｺ

７１エユＺ］ F１ⅢⅡ′、△△Z。Zユエユ正］

(a)状態ijN（b)状態ijB（c)状態ijT（d)状態ijM

図２塑性ヒンジ形成状態
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プでの荷重係数を几。とし，このステップ間のＥｅ＋Ｅｐの増大量を

４（Ｅｅ＋Ｅｐ）とすると，この間のREFの増大量△REFは次式となる．

』R鰄壽鶚)鶉（27）
以上，この節の方法で求めたﾉUi75ﾃﾃｰR〃関係は，静的比例載

荷の条件で求めた転倒モーメントー有効構造回転角関係と同様に，

履歴曲線の下の面積がＢ２＋Ｅｐを表すと共に，この曲線上のすべて
の点に対して魚骨形骨組の各部の変形が計算済みであるという性質

も持っている．

3.2等価１自由度系

前節3.1で求めた几R75ﾏﾃｰR〃関係は，その下側の面積である

Ee＋Ｅｐと，荷重の相対的な大きさを表す指標との関係を表すもので

ある.したがって,縦軸入ji75ﾃﾗを一定値He9で除し，横軸REFに

ＨＲ９を乗じてもその性質は基本的に変わらない．このような操作に

よって，仮定[３Ｍ4]の条件を満たす等価ｌ自由度系の荷重Ｑ＿変形

ｕ関係を導く．本論の等価１自由度系には高さの概念は必要ない

が，魚骨形骨組の几１１７５ﾃﾗ－R”関係を等価１自由度系の層モーメ

ントー層間変位角関係と見なし，これをＱ－ｍ関係に変換すると考

えれば，He9は等価１自由度系の高さという物理的概念をもつ値で

ある''2)・He9を用いると，等価１自由度系の荷重Ｑ－変形ｕ関係の

初期剛性Ｘｅは(13)式から次式で表される．
－２

Ⅱ`=川鶚鼻.'一万豆菖鋤ﾙﾊﾟ，
ＭｏｖＴ

（28）

He9は仮定[4]から決定する．等価１自由度系の重量は仮定[5]よ

りＷＴであるので，等価１自由度系の固有周期Ｔｂは次式となる．

21＝’１△￣△ ハ
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△2１△ＺユＺ121△21△

(a)状態ijN（b)状態ijB

図３変形の算定

(c)状態ijT

じる変形である．

荷重係数几の下での変形(ｗＤは，（21)式を(9)式と同様に変形す
ると次式で表される．

農吻wiw ＋4ｊｊｖＣ （22）(ｊｊｖＤ＝几

状態ijBや状態ijTについても，図３(b),(c)に示しているように，

形成された塑性ヒンジを実ヒンジと見なし，仮想の実ヒンジの両側

に塑性モーメントに相当する外力を与えれば，状態ijBにおけるｊ層

柱脚の塑性ヒンジ回転角ijBOcBjや状態ijTにおけるｊ層柱頭の塑性ヒ

ンジ回転角"TOcTjを含めて，各変形が状態jjNと同様に計算できる．
荷重係数几の下で生じる変形は，弾性状態を含めて荷重係数入以

下で生じるすべての状態における変形の最大値として算定する．ｂ

層の層間変位角Ｒ虎は，次のように表される．

Ｒルーｍａｘ（eRA，ﾑﾉﾉVZモル，‘BRA，〃TJR虎） （23）

ただし，上式に含まれるすべての状態は，その状態が発生するとき

の荷重係数が几以下のものである．すなわち，

几(ｊ,v三入，几姻三入，入りＴ三入 （24）

各部材の塑性ヒンジ回転角も，（24)式の条件を満たすすべての状態

における回転角の最大値として算定する．

ＯＥＡ＝ｍａｘ（柳ＯＥＡ，”OB偽，VTOBlb）

OCBルーｍａｘ（ﾘﾉVOCBル，”OCB偽，〃TOCBA） （25）

OCT､ルーｍａｘ（(jlvOCTlb，胆OCT紗VTOCTA）

荷重係数几maxに到達し，状態ijMが生じると，それ以上の荷重の

増大はないので，状態ijM以外の状態による変形は増大しない．し

たがって，荷重係数几maxに到達した後は，ｊ層から/層の層間変位

角ＲＡ，およびZ層からノー１層の梁の塑性ピンジ回転角OBA，ｊ層

柱脚の塑性ヒンジ回転角OCBi，ｊ層柱頭の塑性ヒンジ回転角OCTノ
がすべて一様に増大するようになる．

塑性変形による消費エネルギーＥｐは，各塑性ヒンジの回転角を用
いて次式で表される．

Ｅ,薑菖B州十隻C,仇’十OCT`肌 （26）

また，荷重係数几の下での弾性歪エネルギーＥｅは(10)式で近似で

きるものとする．

魚骨形骨組の几－(Ｅ`＋Ｅ，）関係を表現する/u175ﾃﾗ;_R”関係
は，（16)～(19)式で与えられる荷重係数のうちで最も小さな荷重係数か

ら始めて，小さい順に新たな状態が生じる荷重係数毎に，ＥＥＰを求

めることによって算定できる．現ステップの荷重係数を川前ステッ

M震傷肋鶚(/卒 (29）

ここで’９は重力加速度である．魚骨形骨組の基本固有周期をＴｌと

すると，Ｔ１を上式のＴｂと等置して，H29は次式となる．

彫L肋w肘f;章，⑩
以上の方法で，等価１自由度系の単調載荷時の荷重Ｑ一変形皿関

係を算定した．繰り返し載荷時の挙動は移動硬化型の履歴則を仮定

し，既に経験した最大振幅内での履歴曲線は単調載荷時のＱ－ｚＬ関

係と相似で丁度２倍の大きさになるとした．これは，既に１つの塑

性ヒンジ形成状態が発生していた状態から逆載荷すると，この逆載

荷で再び同じ塑性ヒンジ形成状態に到達するまでの荷重係数の変化

量は，初期載荷でこの状態が発生するときの荷重係数の２倍になる

と考えたものである．

４．解析例による検討

4.1解析の概要

魚骨形骨組の地震応答と前節の方法で求めた等価１自由度系の地

震応答を比較する．解析対象とした魚骨形骨組は，梁の降伏が先行

する性質がある８層の魚骨形骨組で，最上および最下の梁は弾性と

している．また，各層の階高ハi，重量叫は一定としている．

ＢＰＯ＝｡。，Ｂｐ８＝｡。
（31）

ノノｉ＝〃＝３．５ｍ，LUZ＝皿

－６０‐



表１入力地震波形各部材の塑性モーメントは，(6)式の層せん断力分布に対して適正

な耐力分布となるように次式で与えた．

Ｃ,`=rcC;〃ｑ （32.a）

ＣＢｈ(感＋亘戸I）ただし，１≦j≦７（32b）Ｂｐｉ＝ ２

上式でｒｃは柱梁耐力比であり，本論では，ｒｃ＝１．５の骨組Ｆ１５と

ｒｃ＝Ｕの骨組Ｆ１１を主な解析対象としている．また，ＯＢは設計用

のベースシヤー係数であり，いずれも0.3としている．

部材の弾性剛性は，１次設計用地震荷重を想定した0.2豆の層せ

ん断力を静的に載荷したとき，すべての節点回転角が１/400とな

り，すべての層間変位角が1/200となるように設定した．したがっ

て，解析骨組の基本固有周期はすべて同じで1.026秒である．

入力地震波形は，表１の２種である．表１には，最大地動速度

,'maxが0.5ｍ/SeCのときの最大加速度ymaxを示しているが，応答解

析では,'…を１ｍ/Sec以下の範囲で変化させている．

減衰は粘性減衰を仮定し，等価１自由度系では減衰定数を0.01と

した．魚骨形骨組では，１次および２次の減衰定数を０．０１として，

Rayleigh型の減衰マトリックスを用いている．運動方程式の数値積

分にはNewmarkβ法（β＝山）を用い，時間増分は基本固有周期
のＵ500以下になるように設定している．

4.2結果の検討

図４には，３１節の方法で導いた荷重係数几－有効構造回転角

REF関係を太線で示し，静的に層せん断力豆を比例載荷したときの

几一ＥＥＰ関係を細線で示して比較している．図中で，入一ＲＥＦ関係

上の◇○印は崩壊機構の発生点を示している．また，この入一ＥＥＰ

関係の諸量を表２に示す．図４から分かるように，３１節の方法で導

いた几－ＲＥF関係は，静的な几一REF関係とさほど変わるものでは

ない．表２でも弾性剛性や初期弾性限荷重係数はほぼ一致してお

り，本法による弾性剛性は静的解析結果に比べ.３％高く，弾'性限荷

重係数は２％高い程度である．崩壊荷重係数には２つの結果に図４

でも認められるような差が生じており，いずれも本法による崩壊荷

重係数の方が大きく，その差はＦ１１では５％程度であるが，Ｆ１５で

は１割程度となっている．柱梁耐力比が大きい骨組ほど，本法によ

る崩壊荷重係数は静的解析結果より大きくなる性質がある．また，

機構形成時の有効構造回転角REFは，Ｆ１１では静的解析結果に比べ

て本法の方が小さいのに対して，Ｆ１５ではその関係が逆転している

ことも注目される．その結果，Ｆ１５が機構形成までに吸収できるエ

ネルギー量は，本法による方が２割程度大きくなっている．

図４の解析における塑性ヒンジ形成位置を図５に示す．図５中の

●印は崩壊機構における塑性ヒンジ位置を示し，○印は崩壊機構以

前に形成された塑性ヒンジを示している．本法による方が静的解析

より崩壊機構に関わる層数が少なくなる性質があり7)，静的解析では

いずれも全層にわたる崩壊機構が形成されるのに対して，本法では

Ｆ１５は下部５層に渡る機構，Ｆ１１は下部３層に渡る崩壊機構を形成

している．本法によると，柱梁耐力比の違いによって崩壊機構特性

が変化する．更に，本法による結果では，機構形成時の塑性ヒンジ

以外にも柱に塑性ヒンジが形成される．なお，例えばＦ１１の本法に

よる解析結果では，２層および３層の柱頭と柱脚に塑性ヒンジが形成

されているが，これは異なる時刻に形成されると考えており，層機

構の形成を意味するものではない．

ymax（ｍ／SeC）ymax（ｍ／SeＣ）継続時間
ＥｌＣｅｎＩｒｏＮＳ１９４００５ ５０５ｓｅ
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（a)Ｆ１５ （b)Ｆ１１

図４荷重係数几－有効構造回転角ＲＥF関係

表２入－Ｒ”関係の諸量

（Ｅ＋Ｅｙｏｖ７ＥＦ

本法６１．８0.3060.3520.02110.00626

l器
静的６０．０0.3000.3180.01920.00515

６１．８0.3060.3200.00650.00124

静的60.00.3000.3040.00780.00161
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本法静的解析本法静的解析

（a)Ｆ１５（b)Ｆ１１

図５塑性ヒンジ形成位置

次に，本論による等価１自由度系の地震応答を魚骨形骨組の地震

応答と比較する．以下の応答解析結果を示す図中では，魚骨形骨組

の応答値はfishと略称し，等価１自由度系の応答値に基づく結果は

SDOFと略称している．なお，等価１自由度系の応答値に基づく魚

骨形骨組各部の最大変形は，等価１自由度系の最大変位応答に対応

する魚骨形骨組の変形として,８．１節の方法で求めている．

まず図６は，損傷に寄与する地震入力エネルギーＥｄｍの速度換算

値Ｖａｍを示している．ただし，Ｅｄｍは弾性歪エネルギーュと塑性

変形による消費ｴﾈﾙｷﾞｰEpの和の最大応答値である'5).

2９（Ｅｅ＋Ｅｐ)max
Vam＝ (33）

ＷＴ

また，図６中の鎖線は基本固・有周期に対応する擬似速度応答スペク

トルＳｖである．

図６によると，等価，自由度系のＶａｍは魚骨形骨組のＶｔｚｍを良く

近似しており，Ｓｖとも近い値をとる．特に，ElCentroに対する応

答では，最大地動速度,,maxが増大すると見かけの周期が伸び，その

結果ＶａｍがＳｖより小さくなる傾向が現れているが，このような傾

向についても，等価，自由度系は魚骨形骨組の地震応答を近似して

いる．ＮＴＴＮＳに対する応答では，最大地動速度ji1maxが増大するに

－６１‐

ji1max（ｍ／SeC） ymax（ｍ／SeC2） 継続時間
ElCentroNS､1940 0.5 5.108 50.5ｓｅｃ

ＮＴｒＫｏｂｅＮＳ、1995 0.5 １８５９ 53.8ｓｅｃ
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つれて，等価１自由度系のＶａｍがＳｖより大きくなる傾向が認めら

れるのに対して，魚骨形骨組のＶｂｌｍはＳｖ程度であり，最大１割程

度の差が現れている．これは，魚骨形骨組の２次以降の振動モード

による地震入力エネルギーが，塑性化の進行に伴って相対的に減少

することが原因と考えている'5)．

図７には，各層の最大層間変位角Rmaxの全層についての最大値

maxR…の値を比較している．図中の等価’自由度系の恥x-

maxRmax関係上の◆印は，それ以上のjmaxでは崩壊機構が形成され
ることを示している．等価’自由度系の応答から予測される

maxRmaxは，全体的に魚骨形骨組のmaxRmaxを良く近似していると

考えるが，機構形成後は等価’自由度系の応答から予測される値の

方が大きくなる傾向が認められる．

図８は，４種の外乱強度について，等価１自由度系から予測される

各層の最大層間変位角Rmaxを，魚骨形骨組の応答値と比べたもので

ある．機構が形成される程度以下の外乱強度での応答として，Ｆ１５

の応答や,,maxが0.25ｍ/SecでのＦ１１の応答に注目すると，各層の

Rmaxについても等価’自由度系による結果は魚骨形骨組の応答を近

似している．しかし，機構形成後は，形成された崩壊機構による変

形だけが進行するとしているので，Ｆ１１の等価１自由度系による結

果には崩壊層の層間変位が急増する傾向が顕著に現れている.

完全弾塑性型の荷重一変形関係をもつせん断型多質点系では，相

対的に弱い層に損傷の集中が起こるが，他の層にも損傷は分配され

る16,17)．一方，このせん断型多質点系に本論の方法を適用すれば，

相対的に最も弱い層に損傷がすべて集中することになる・

表３は，Ｆ１１のすべての崩壊機構ijMに？いてその荷重係数几”

を示したものである．本法で予測する機構１３Ｍの荷重係数几13胚と

機構１２Ｍの荷重係数入l2Dfとの差はわずか0.1％程度であり，機構

14Ｍ，２３Ｍ，２４Ｍ，３４Ｍの荷重係数との差も１％以下である.本

論の方法は，近い崩壊荷重係数をもつ崩壊機構への損傷の分配を考

慮していないので，機構形成後は極端な変形の集中を予測する傾向
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を持っている．このような損傷の分配の問題は今後の課題である．

図９には，各部材に生じた最大塑性回転角Omaxの最大値maxOmax

を，梁，最下層柱脚，および最下層柱脚以外の柱端に分けて示して

いる．なお，等価１自由度系の応答値による予測結果は図９中に曲

線で示しているが，Ｈ１については全梁，最下層柱脚，中間部柱の

３本の曲線が概ね一致している．また，等価１自由度系が機構を形

成する最大地動速度の値を，図９中では２点鎖線で示している．

maxRmaxについて既に述べたように，機構形成後は，等価１自由度

系による結果が魚骨形骨組の応答を過大に評価する傾向があるが，

それ以下の外乱強度では，等価１自由度系による結果は魚骨形骨組

の応答値を近似しており，各部材に塑`性ヒンジが発生する最小の外

乱強度レベルも概ね近似できている．図５で述べたように，Ｆ１１や

F15では，最下層柱脚と最上層柱頭を除く他の柱端に塑性ヒンジが

生じることは/通常の設計用地震荷重に対する静的解析では予測で

きない．

最大地動速度jmaxが0.5,1ｍ/secのときの各梁の最大塑性回転角

eBmaxを図１０に，柱の最大塑性回転角OCmmKを図１１に示す．この

図においても，機構形成程度以下の応答を示しているＦ１５について

は，等価１自由度系の応答から，魚骨形骨組の各部材に生じる最大

塑性変形は粗方予測できることがわかる．しかし，機構形成後は等

価１自由度系によれば極端な変形集中の傾向が現れる．特にＭｉ１ｍａｘ

が１ｍ/SecのときのＦ１１については，等価１自由度系は１，２層の梁

と最下層柱脚，３層の柱頭に極端に大きな塑性回転角の発生を予測し

ている．既に述べたように機構形成後の損傷の分散を無視している

ので，等価１自由度系から求めた機構形成後の最大塑性回転角は，

魚骨形骨組の応答の上界を与えるものとなっている．

図’２には，各部材が塑性変形で消費したエネルギーＥＰを，梁の

総和，最下層柱脚，および最下層柱脚以外の柱端の総和に分けて示

している．なお，ある接線係数の下で生じた等価１自由度系の変形

Story Story８
７
６
５
４
３
２
１

８
７
６
５
４
３
２
１

0.0 0.01 0020.00.01０．０２０．０３

0.0 0.01０．０２０．０３０．００．０１０．０２０．０３０.０４０．０５

(c)F15,ＮＴｒＮＳ（d)Ｆ１1,ＮＴＴＮＳ

図１０梁の最大塑性回転角OBmax

Story StoIy

８
７
６
５
４
３
２
１

８
７
６
５
４
３
２
１

一一一

一一一

冨

一や一》→
一
一
一
一
０
一

一》》」蝿露←』一

0.00.01０．０２

Story(a)F15,Ｅ１０ｅｎｔｒｏＮＳ．．
0.00.01０．０２０．０３

Story(b)Ｆ11,ElCentroNS
0.03

丘鐵,
一口最下層柱脚

一一一◇中間部柱

0.02

|~ﾃ説

８
７
６
５
４
３
２
１

８
７
６
５
４
３
２
１

一
一
一

一
一
一

己
一
一

。
－
一

一
『
ｌ

Ｔ
ｌ
Ｉ
８
Ｔ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｔ

ｌ
一
一

一
一
一

一
一
一

コ
一
一

一
一
一

ｒ
Ｉ
０
０
ｒ
０
０
Ｉ
ｒ

ｌ
二
一

一
一
一

一
一
一

一
一
一

一
一
一

一
一
一

「
Ｉ
Ｉ
Ｉ
１
０
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ

ｌ
一
一

一
二
一

一
一
一

一
一
一

一
一
一

Ｔ
０
ｌ
０
Ｔ
０
０
Ｉ
》
０

－
一
一

一
一
一

一
』
｛

Ｆ
」
■
一
一
‐
上

ｏ全梁

ロ最下層柱脚

◇中間部柱
0.02

maxOmax0.01 ０００ 一一一磯澆：
0.01

’

0.0 0.01０．０２0.030.00.010.020.030.０４０．０５

(c)F15,ＮＴＴＮＳ（d)Ｆ11,ＮＴＴＮＳ

図１１柱の最大塑性回転角OCmax

00.0 0.25０．５００．７５１.OO

jmax（ｍ／SeC）
(b)Ｆ11,ElCentroNS

0 Ｊ_２５０５００７５１－０

，max（ｍ／SeC）
(a)F15,ElCentroNS

0.03

５
４
３
２
１

０
０
０
０
０

●
●

●
●

●

０
０
０
０
０

増分と魚骨形骨組の各部材の塑性変形増分との関係は，同じ接線係

数の下で３章で求めた関係と同じであることを仮定して，Ｅｐの計算
に必要な各部材の累積塑性回転角は求めている．図１２は，既に図９

に示したものと類似の結果ではあるが，柱に生じるＥｐは梁のＥｐに
比べてかなり小さいこと示し，等価１自由度系と魚骨形骨組のいず

れにおいても，Ｆ１５の柱に生じるＥｐは無視し得る程度となってい
る．これは，梁に比べて柱に形成される塑性ヒンジの数が少なく柱

の最大塑性回転角に大きなばらつきがあることと共に，柱に塑性ヒ

ンジが生じる回数は梁に比べて少ないことが原因である．

最後に図１３には，柱梁耐力比r`を１から２の範囲で0.O5刻みで変
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た地震荷重分布から得られる変形挙動によって，地震外乱下での骨

組の変形挙動が近似できることを示唆するものである．

本論の等価１自由度系では，損傷の分散を全く考慮していないの

で，機構形成後は極端な損傷集中を予測する傾向がある．このよう

な問題点は，本論で無視した部材の荷重一変形関係の形状の影響やＰ

△効果の取り扱いと共に，今後の検討課題である．

】_IDI［
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図１３柱に塑性ヒンジが生じる最大地動速度,'max

化させたときの，柱に塑性ヒンジが生じる最小の最大地動速度ｊｍａｘ

の値を示している．魚骨形骨組の応答値の方が若干小さな外乱強度

で柱に塑性ヒンジが生じる傾向はあるが，柱に塑性ヒンジを生じる

ときの外乱強度を等価１自由度系によって概ね予測できることがわ

かる．なお，梁に塑性ヒンジが生じる最小の最大地動速度，maxは，

rc＝１の骨組を除けば〆cにかかわらず一定で，等価１自由度系では

E1Centroで0.160ｍ/Bec，ＮＴＴで0.223ｍ/Secであり，魚骨形骨組

ではElCentroで0.152ｍ/Sec，ＮＴＴで0.222ｍ/Seｃとなっている．

５．結論

地震外乱下で骨組各層に作用する動的水平力には位相のずれがあ

る．本論では，この位相差を考慮するために，各層水平力の２乗お

よび相乗平均値を使って表された地震荷重分布を採用し，この荷重

を漸増させたときの骨組の変形挙動の算定法を示した．また，その

ときの荷重係数一吸収エネルギー関係を基に等価１自由度系の荷重

一変形関係を算定する方法を提案している．

本論で提案した等価１自由度系を用いれば，通常の静的解析では

予測し難い梁降伏型骨組の中間層柱の塑性化を含めて，骨組の概括

的な地震応答性状の良好な近似が得られることは，魚骨形骨組の地

震応答解析例と対比させて示している．この結果は，本論で採用し
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